
業界展望 2024 小売
課題の克服と機会の獲得－ 
世界の小売業界のリーダーからの洞察



目次

Evan Sheehan（Deloitte Global Retail, Wholesale ＆  
Distribution Sector Leader）による序文.......................................................03

Ira Kalish（Deloitte Global chief economist）による世界経済の現状 .......04

業界展望 小売 ....................................................................................................06

今後1年間の最優先事項 ...................................................................................09

体系的な課題①：気候変動とグリーントランジションに向けた 
小売企業のコミットメントの信頼性 .............................................................11

体系的な課題②：労働力不足 ...................................................................11

体系的な課題③：サプライチェーンの逼迫 ................................................12

機会①：健康とウェルネスの向上 ..............................................................12

機会②：テクノロジーが支えるマスからマイクロへの移行 .........................13

機会③：人工知能（AI）の力の活用 ..........................................................14

調査について ......................................................................................................16

業界からの視点 ..................................................................................................17

執筆者 ................................................................................................................22

問い合わせ先 ......................................................................................................22

文末脚注 .............................................................................................................23

原著：「Deloitte Global Retail Outlook 2024」
注意事項：本誌はDeloitte Touche Tohmatsu Limitedが2024年3月に発表した内容をもとに、デロイト トー
マツ コンサルティング合同会社が翻訳したものです。和訳版と原文（英語）に差異が発生した場合には、原文を優
先します。

業界展望 2024 小売 | 課題の克服と機会の獲得－世界の小売業界のリーダーからの洞察



新型コロナウイルスによるパンデミックで発生した混乱をはじめ、生活
費の高騰、インフレ圧力、世界中の地政学的緊張が続いた後では、小
売企業が今後1年間の見通しに慎重になったとしても致し方ないこと
であるが、実際にはその反対のようだ。

本レポートの発行にあたりインタビュー対象とした小売企業は、コスト
の削減、生産性の向上、顧客体験の向上を可能にする生成AIの出現
などといったテクノロジーに基づく機会に後押しされ、この分野全体の
売上高と利益の両方について楽観的な見通しを示した。

しかし2024年は、小売企業が楽観できる年になるとは一概にはいえ
ないだろう。2024年の経済は、相反する見通しで二分される年となる
可能性が示唆されており、小売企業は、インフレ圧力に対処すること
が自社の最優先事項であると述べている。一方で、業界が変化する市
況に適応し、進化し続ける中で、2024年は小売企業が多くの成長機
会に恵まれる年になるという見方もある。

成長目標を達成するためには、気候変動や労働力の減少、サプライ
チェーンへの圧力など、様々な体系的課題に対処する必要がある。小
売企業が将来に向けた長期的な戦略的意思決定と投資が可能となる
ためには、取引条件が改善することを期待している。結果として、小売
企業が2024年に行う意思決定が、自社の長期的な業績に大きな影
響を及ぼすことになるだろう。

Evan Sheehanによる序文
Deloitte Global Retail, Wholesale & Distribution Sector Leader
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1年前、世界経済は恒久的な高インフレと差し迫った景気後退という新たな時代に直面
しているとの懸念があったが、その予測は双方ともに外れることとなった。2023年に
インフレは急激に減速し、経済大国は成長し続け、労働市場は逼迫した状態を維持して
いた。そして2024年の幕開けとともに、金融引き締めは終わったとみられており、世界
経済は回復段階に入った可能性がある。

現実的に、世界経済は比較的良好な状況が待ち受けている可能性が
高くなっている。多くの国では、インフレは鈍化し続けるとみられている
ほか、主要な中央銀行が、2024年のある時点で金融政策を緩和する
ことが予想される。米国では景気後退は回避される可能性が高い。欧
州では、ドイツが既に景気後退に陥っており、経済成長は抑制される
とみられるが、ロシア・ウクライナ戦争の結果として一部で予想されて
いたような経済的大惨事は発生しないものとみられている。一方、中
国経済の低迷は継続し、西側諸国との関係は難路が続く見通しであり、
将来の貿易パターンやクロスボーダー投資、中国におけるグローバル
企業の役割についての問題が提起される。

ここからは、2024年の主要国・地域別での展望について説明する。

米国
米国経済は、大幅な金融引き締めに直面しつつも、めざましい回復力
を見せている。賃金と物価圧力を抑えるために経済を十分に抑制する
ことを目的とした金融引き締め政策は、急激に低下したインフレ率以
上に、パンデミックに起因したサプライチェーンの混乱が終息したこと
など、他の要因によるところが大きい。金融政策は意図したほどの効
果は発揮されなかったが、高金利は、実際に米国の不動産市場の混乱
や企業倒産の増加、M＆A取引の減少を引き起こした。ただ、経済活
動は比較的堅調であり、個人消費と企業支出は双方ともに増加もしく
は安定している。

米連邦準備理事会（FRB）は利上げを終了し、2024年後半には利下
げを開始する可能性を示唆している。インフレ率を2％の目標に近づ
けるにあたって、引き続き主な弊害となっているのは労働市場の逼迫
である。しかし、労働参加率の上昇と移民の増加により労働供給が増
加するにつれて、賃金インフレ率は鈍化している。
米国経済は、2024年は成長が見込まれているが、2023年よりも緩
やかな成長率となるだろう。個人消費は、実質所得と雇用の増加に加
え、適度な債務水準によって維持されるほか、企業支出は手元資金が
潤沢であること、長期融資によって相対的に金利上昇の影響を受けな
いこと、さらにテクノロジーやクリーンエネルギーへの投資に対する政
府刺激策によって下支えされることが予想される。

欧州
ユーロ圏では、この1年でインフレ率が急激に低下した。それにもか
かわらず、欧州中央銀行（ECB）は高い短期金利を特徴とする金融引
き締め政策を維持する意向のようだ。さらにECBは、債券買い入れを
近く停止することを示唆しており、債券利回りに上昇圧力がかかってい
る。ユーロ圏経済の急激な減速にもかかわらず、このような状況が発
生しているのだ。現に、ユーロ圏最大の経済国であるドイツは、3四半
期連続で実質GDPが減少し、既に景気後退に陥っている。ECBは、
賃金上昇に伴う逼迫した労働市場がインフレ率2％への回帰を阻害す
ることを懸念しており、ECBが緊縮的な金融政策をもって労働市場の
抑制を意図している所以である。

2024年のユーロ圏経済は、緩やかな成長を遂げる可能性が高い。実
質賃金の上昇に伴い、個人消費は緩やかに増加すると見られる。ユー
ロ圏は成長を阻害する様々な要因に苦しんでおり、ロシア・ウクライ
ナ戦争前の水準を大幅に上回り続けるガソリン価格、緊縮財政政策、
金融引き締めによるクレジット市場の低迷などの影響が要因の一部と
なっている。

中国
中国経済は、今後も様々な向かい風が続くことが見込まれているが、
2023年の成長は緩やかなものとなった。これには、不動産市場にお
ける継続的な課題、すなわち不動産危機による家計資産の減少、その
結果としての個人消費の減速、政府の民間政策の不確実性による民間
投資の低迷、世界経済の低迷や米国との貿易摩擦による輸出の減少、
地政学的な問題や中国の外国企業政策による対内直接投資の急減、
地政学的リスクを理由とする中国からの外国資本の流出、クレジット
市場の拡大を妨げている高水準の債務など、様々な要因が含まれる。

これを受けて、中国の中央銀行は徐々に金融政策を緩和しているが、
効果はほとんど見られていない。中国は、借入コストの低下が借入の
増加につながらない「流動性の罠」に陥っていると一部の観測筋が指
摘している。一方、積極財政政策は適正なレベルのみにとどまっている。

Ira Kalishによる 
世界経済の現状と展望
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中国市場の長期的な展望は不透明だ。生産年齢人口の急激な減少に
直面しているほか、人口の国内移動はほとんど停止した状態にある。
過去には、労働者が農場から工場に移ったため、人口移動が生産性の
向上に大きな影響を与えた経緯があるが、結果としてこの10年間の
年平均成長率は小幅にとどまる可能性が高く、世界の経済に大きな影
響を与えるとみられる。その影響とは、中国の貿易相手国の対中輸出
の減少と一次産品の需要の減少であり、それによって物価に下方圧力
が掛かり、世界のインフレ抑制が促進される。

その他の地域
米国、欧州諸国、中国が世界経済の成長を牽引しているが、小売企業
にとって重要な市場は他にも存在している。今後1年間では、インドが
最も急速に成長する経済大国となる可能性が高い。中東では、原油価
格の低迷が緩やかな経済成長を牽引すると予想されているが、西側諸
国の金利引き下げが同地域への投資を押し上げる可能性が高い。南
アフリカは、電力市場の問題をはじめとする様々な逆風に直面してい
るため、成長率は控えめなものになりそうだ。最後にオーストラリアは、
中国の経済低迷による一次産品の需要制限のため、その成長はおそら
く緩やかなものとなるだろう。

Dr. Ira Kalish
Deloitte Global chief economist
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収益と利益率
個人消費の低迷や、長引くマクロ経済的かつ地政学的な不確実性、そ
して何よりも消費者行動の急速な変化を経て、世界の小売業界は岐路
に立たされている。事業コストの上昇と消費者の購買力の低下に対処
しながら、新しいテクノロジーやビジネスモデルへの長期的な投資に
関する意思決定を迫られているからである。

Deloitte USの「The future of consumer industry research」1

では、いかに企業が主体性を持ち、自らの未来を決定するための選択
を実行できるかに焦点を当てている。小売企業は、今後10年間に有
益となる決断を今日下すことができる。成長機会があるということは、
10年後、20年後、30年後に2024年を振り返り、小売業界にとって
変革の年だったと捉えることができることを意味するが、停滞がさらに
もう一年続き、厳しい経済環境に短期的に目を向けざるを得なくなれ
ば、小売業界は今後何年も後れを取ることになる。中長期的な業界動
向は、今後1年間で小売業界のリーダーが自分たちの業界の健全性を
どれだけ楽観視し、意欲的に投資を行うかに左右される。

小売業界の全体的な状況を評価するため、Deloitteでは世界の小売
業界のリーダー200人に、企業の財務の健全性を示す主要な指標で
ある売上高と営業利益率について、業界全体としての見通しを尋ねた。
世界情勢を取り巻く不確実性を考慮すると、小売企業の2024年予測
は比較的楽観的である。実際、業界全体は収益成長の純増を予測して
いる（図1参照）。

小売企業の大半（89％）は、収益が1％から9％の増加をすると予想
している。欧州の小売企業は最も強気であり、他の地域と比べてやや
高い収益成長を予測しており、5％～9％の増加を予想する企業の割
合がより多くなっている。

業界展望 小売

図1. 収益成長予測

米国の小売企業

欧州の小売企業

中東・アジア・オーストラリアの小売企業

純増：90%

4% 18% 68% 10%

2% 20% 66% 12%

26% 67% 7%

純増：93%

純増：88%

Q.（地域）市場における小売業の2024年収益成長予測（前年比）を回答してください。
サンプルサイズ（N）＝200（米国の小売企業（50）欧州の小売企業（100）中東・アジア・オーストラリアの小売企業（50））

©Deloitte Global 2024

出所：© Deloitte Global 「Deloitte Global Retail Outlook 2024」

小売業界における2024年収益成長予測（前年比）

純減：0%

純減：0%

純減：0%

10%以上の増加 5～9%の増加 1～4%の増加 変化なし
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図2. 営業利益率予測

では、この楽観的な見通しを後押ししているのは何だろうか。小売業
界の利益増加が予想される主な理由となっているのは、Eコマースの
収益性向上への注力（47％）と、より利益の高い収益源の多様化
（34％）である。

営業利益率の向上：Eコマース
小売企業にとってEコマースは売上高の成長に大きく貢献しているが、
小売企業は収益性に対する課題の管理をより重視している。Eコマー
スを通じて利益成長を確保することは困難であるという見方があるか
もしれないが、収益性を改善する明確な機会は存在している。

利幅が狭い小売業界では、配送に伴う追加的なコストが利益を圧迫し
ている。物流とラストワンマイル配送のインフラ整備とコストは、越境E
コマースが一般的な欧州では明確な課題となっている。一方、中東で
は地理的な広がりと様々なレベルのインフラ整備が、Eコマースのビジ
ネスモデルに対するコストや複雑性の増加につながっている。

このような課題に対処し、Eコマースのサプライチェーンを最適化する
ためには、一部の小売企業にとっては物流インフラとフルフィルメント
センターへの追加投資が不可欠であり、これは収益性の向上を長期的
な目標に据え続けることを意味する。また、自動運転車やドローンを
使用する革新的な配送システムが来年度中に大規模展開される可能
性は低いとみられる。

テクノロジーは効率性を生み出し、今後10年間でEコマースの収益性
を高める可能性があるが、消費者行動も収益性に大きな影響を及ぼ
すだろう。例えば、迅速なフルフィルメントに対する需要の高まりは、
企業に負担を強いている。調査によると、小売企業は今後5年間で、
配送の3分の2が当日または翌日に配達されるようになると予想して
いる。

営業利益率についても、楽観的な見通しを示している（図2参照）。小
売企業の大半（74％）は小幅な増加を予想しており、この部門の財務
実績に対する全般的な信頼を示している。セクター全体で売上高が減
少すると予想した回答者はいなかった。

地域別にみると、米国・欧州は同様であり、中東・アジア・オースト
ラリア（MEAA）は営業利益率の向上を期待する割合がやや低い。

Q. 2023年と比較して、市場における小売業界の営業利益率の2024年予想値を回答してください。
サンプルサイズ（N）＝200（米国の小売企業（50）欧州の小売企業（100）中東・アジア・オーストラリアの小売企業（50））

©Deloitte Global 2024

出所：© Deloitte Global 「Deloitte Global Retail Outlook 2024」

業界における2024年営業利益率予測（前年比）

米国の小売企業

欧州の小売企業

中東・アジア・オーストラリアの小売企業

8% 74% 18%

4% 70% 26%

75%4% 21%

82%

「大幅に増加する」と「やや増加する」と
答えた回答者の割合の合計

74%

79%

大幅に増加する やや増加する 変化なし やや減少する大幅に減少する
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他の地域では、無料返品ポリシーを利用して、返品ありきで多くの商
品を注文する消費者が増えていることなどを背景に、Eコマースでの返
品が小売企業にとって大きな問題となっている。返品に対する従来の
アプローチはコストがかかり、持続可能でない場合が多い。販売後、
サプライチェーンに返品された商品は「除外品」と見なされ、取り扱い
が複雑になり、さらにコストが増加するとともに利益が減少し、一貫し
ない計上がなされることによって真の消費者行動が明らかにされない。
しかし、返品による影響を緩和すべく、テクノロジーに支えられた潜在
的な解決策が、この1年のうちに具現化されるようになるかもしれな
い。返品を減らして収益性を改善するため、一部の小売企業は消費者
に返品手数料を課し始めた。しかしながら、これは次善の策である。
返品手数料を課すことで衝動買いを減らすことができるかもしれない
が、少額の手数料を課しただけでは、商品の再加工、クリーニング、再
入荷にかかる費用を全額カバーすることはできないだろう。

返品の影響を緩和するための別の戦略は、消費者行動そのものに焦
点を当てること、つまり顧客体験を向上させ、消費者の意識的な購買
行動を増やすことである。例えば、商品情報をよりわかりやすく伝える
技術を使用することは消費者への意識変化につながるほか、消費者が
自分に合った商品かどうかを判断できるようになるため、返品を大幅
に減らすことができる。具体的には、服のサイズガイドの改善や、商品
説明動画、アバター、360度の商品ビュー、FAQ、チャットボットなど
を活用することで、消費者が返品しにくい商品を選択するようにするな
ど、簡単なものでも構わない。消費者は、仮想現実や拡張現実を利用
して商品を自宅に置いてみたり、バーチャルフィッティングソフトウェア
を利用したりすることでも、その商品が本当に欲しいかどうかをより明
確に判断することができる。生成AIの台頭によって、返品を減らすため
の方法をより効率化できる可能性が出てきている。

営業利益率の向上：収益源の多様化
小売企業は、別の収益源を模索する中で、自社の既存資産をどのよう
に活用できるかにより着目するようになっている。多くの小売企業に
とって、最も価値のある資産のひとつが顧客データだ。これは、オンラ
インと店舗両方で価値ある広告スペースと組み合わせれば、小売企業
にとって自社のリテールメディアビジネスを成長させる大きな機会とな
る。多くのインターネットブラウザがサードパーティクッキーの使用を段
階的に廃止する中、小売企業にとって、自社のファーストパーティデー
タを活用し、ブランド広告主が現地の法律や規制に準拠して消費者と
つながることを支援するという能力は、これまで以上に価値が高くなり
つつある。小売企業は、リテールメディアといった新しい収益源を生み
出したり、既存の広告費を削減する方法を見出したりすることによって、
こうした機会から利益を得ることができる。さらに、ターゲットを絞った
関連性の高いリテールメディアを提供することで売上を増加させ、オム
ニチャネルショッピングのシームレスな体験を向上させることができる。

リテールメディアサービスに加えて、B2Bサービスを拡大しようとする
小売企業が増加している。現に、Deloitteの調査によると世界の小売
企業の27％が、この分野の関連企業の買収を検討している。買収と
同様に、より多くの小売企業が、中核の小売事業と利益率の高い提供
サービスを区別するため、全てのB2Bサービス（クラウド、サイバーセ
キュリティ、物流、メディアなど）を1つ屋根の下に統合しようとする可
能性もある。テクノロジーサービスを統合することで、小売企業は自社
のビジネスの一部に利益をもたらす独立した投資決定を行うことがで
きる能力を得ることになる。
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全体的な収益と利益率の成長に関する楽観的観測は、全て順調な滑
り出しを見せているが、小売企業が収益と営業利益の目標を達成する
ためには、自社の行動と投資の優先順位付けを慎重に行う必要があ
る。Deloitteは、小売企業が最も注力している課題を把握するため、
小売業界のリーダーに2024年における最優先事項の洗い出しを依頼
した（図3参照）。

世界の小売企業が、将来の成功に向けた基盤構築を主眼としていると
回答する中で、共通のテーマが浮き彫りになった。

小売企業は、コスト圧力、脆弱なサプライチェーン、気候・環境問題
など、自社の事業において他の最優先事項よりも先に取り組む必要の
ある根本的で体系的な課題を認識している。こうした分野に今取り組
むことで、小売企業は将来の成長基盤を築くことができる。また、市場
シェアの拡大や、営業利益率の維持、その他の業績指標が上位にラン
クインしており、短期的な業績が重要であることも再認識させられる
結果となった。

今後1年間の最優先事項

企業の2024年最優先事項トップ5

インフレ圧力の管理とコスト削減
経済の不確実性が継続していることを踏まえ、インフレ問題への対処と徹底したコスト削減措置に引き続き重点が置かれ
ている。特に事業運営においては、AIを含む（新規）テクノロジーを導入することで、より長いリターン期間を伴うとしても、
コスト削減効果を高めることができる。

環境面でより持続可能な企業へ
消費者の関心と規制の進展に対応するため、多くの小売企業は今年度にESG問題を最優先事項としている。その結果、
こうした戦略の策定と実行に対して、より多額で大規模な投資を行っている。

市場シェアの拡大
こうした課題の中で、小売企業は地域を超えて市場シェアを拡大することによって、事業の成長を推進していくことに対す
る揺るぎないコミットメントを掲げている。これは、単に課題を克服するだけでなく、持続的な成功と競争力の向上を目指
し企業を戦略的に位置づけることを指す。また、隣接する業界で新たな収益源を開拓することも意味している。

営業利益率の維持と向上
市場環境の変化と継続的なインフレ圧力は、小売企業が事業に再投資しようとするインセンティブをさらに生みだす。小
売企業は、低価格を維持する場合でも、自社の事業を将来性あるものにすべくテクノロジーに投資する場合でも、営業利
益率を最優先とすることで、こうした投資決定をより柔軟に行うことができる。

サプライチェーンレジリエンスの向上
サプライチェーンの混乱を効果的に管理していると答えた小売企業は半数に満たない。特に欧州の企業では、サプライ
チェーンの運用効率化や脆弱性の低減、混乱に対するより機敏な対応に着目している。その実現のため、小売企業の 
4社に1社が物流機能の獲得を検討している。

09

業界展望 2024 小売 | 課題の克服と機会の獲得－世界の小売業界のリーダーからの洞察



図3. 企業の最優先事項

最優先事項：インフレ抑制
調査回答者の3分の1が、インフレ圧力の管理とコスト削減が最優先
事項であると回答しており、インフレ抑制が世界の小売企業の最優先
事項となった。しかし、インフレが後退していることを示す予兆がある
にもかかわらず、なぜ小売企業にとって、これほど差し迫った問題であ
り続けるのだろうか。

Deloitteが世界19カ国で実施している消費者調査「Consumer 
Signals」のデータによると、2022年以降、消費者は世界的な難局に
直面しながらも、回復力があることを実証し続けてきた。しかし、ここ
数カ月のファイナンシャル・ウェルビーイング指標では、消費者が経済
的な活力を失いつつあることが示唆されている2。

直近では、ファイナンシャル・ウェルビーイング指標と消費意欲が再
び悪化し始めている。同調査では、長期にわたる難局から回復を遂げ
た後に、消費者は世界的に別の転換点に達したという動向が示されて
いる。

インフレの緩和によって当初もたらされた心理的な高揚感は一巡し、
消費者はもはやセンチメントの改善を期待するほど楽観的ではなく
なっている。多くの消費者は、価格高騰と家計のやりくりで限界に達し
てしまった可能性がある。同時に、過去数年の間にパンデミックの影
響によってモノの売買と消費により重点が置かれていた世界経済は、
サービスに回帰しつつある3。

このような環境下では、消費者が抱く不透明感は依然として大きく4、
2024年はインフレが引き続き課題となる可能性が高いため、消費者
は買い控えを余儀なくされるだろう。小売企業は、価格高騰による長
期的かつ潜在的な影響を評価する必要がある。多くの消費者は、生活
費の変化に応じて、より安いブランドやプライベートブランド商品への
シフトや、買い物をする場所や方法を変更させており、この傾向は年度
末まで続くと予想される。本レポートの調査によると、小売企業はブラ
ンドロイヤルティや持続可能性よりも、価格の低下が購入意欲を促進
する強い要因になると予想している。

インフレ圧力の管理／コスト削減

サプライチェーンのレジリエンスの向上

環境面における持続可能性の向上

市場シェアの拡大

営業利益の維持と増加

顧客需要の変化の予測と対応

収益増大のための新規顧客の獲得

優秀な人材の雇用と離職防止

買収による規模拡大
デジタルトランスフォーメーション／

オムニチャネルのケイパビリティの加速化
コアカスタマーの重視

現場の働き手の採用・離職防止

負債の削減

経済学的／地政学的リスクに対する備えと適応

資産のアウトソーシング／売却

自動化と、従業員要件の削減
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2024年における企業の最優先事項
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2024年の小売業界は、多くの体系的な課題に真正面から直面することになるだろう。
同時に、消費者行動の変化と破壊的なテクノロジーは、成長機会をつかむうえで有用と
なる。Deloitteは調査を通して対照的なテーマを追求し、企業が課題にどのように対応
する予定なのか、さらにどこにチャンスがあると考えているのかを探った。本レポートで
は、今後1年間だけでなく、今後10年間とそれ以降における小売業界の道筋を明確に
する3つの体系的な課題と3つの機会を評価した。

課題と機会

体系的な課題①：気候変動とグリーントランジションに向けた 
小売企業のコミットメントの信頼性
国連によると、気候関連の災害は2000年から2020年にかけて世界
全体で83％増加した 5。気候変動問題は、地球が観測史上最も暑い
年を経験した2023年に悪化した 6。異常気象の激甚化は、消費者の
日常生活だけでなく、企業の様々な側面に影響を及ぼす。

特に小売企業は、気候変動がもたらす多くのリスクを負う可能性があ
る。店舗や倉庫などの物理的資産に対する潜在的な損害、配送問題、
不確実なサプライチェーン、保険コストの増大などは、氷山の一角に
すぎない。

こうした状況に直面する中で、小売企業の68％は、気候変動によって
今後5年間で事業コストが大幅に上昇することを確信しており、MEAA
の回答者の74％が最多となっている。

気候変動に適応し、小売業に対してより持続可能な慣行を求める消費
者や規制当局の要求を満たすことは、企業がサプライチェーンに透明
性とトレーサビリティを実現するESG関連の実践を進めることが不可
欠であることを意味する。つまり、エンドツーエンドのサプライチェーン
の可視性を向上させるために、ブロックチェーンなどの技術を活用する
ことが求められる。サプライチェーンに沿って取引や商品の動きを追跡
することで、企業は詐欺や非倫理的慣行のリスクを軽減できる。それを
鑑みると、小売企業の52％が、今後数年間でブロックチェーンがより
広く導入されることを予想していることは驚くに値しない。

このレベルの透明性は、ますます環境意識が高まっている消費者の期
待に応えるだけでなく、企業サステナビリティ報告指令（CSRD）7など
の規制報告要件に準拠することにも役立つ。欧州連合（EU）は、企業
の説明責任を強化するために標準化された報告義務を拡大しており、
2024年1月1日時点では、EUで事業運営している企業約5万社がそ
の影響を受けている。その対象企業には、米国を拠点とする大企業の

EU子会社も含まれる。規制の複雑さを考慮して、最初のCSRD関連
報告書の提出期限まではあと1年の猶予があるとしても、2024年は
要件遵守に備える時期となる。

しかしながら、ESGの実践に関する規制指令はこれだけではない。持
続可能性が消費者にとってより重要になるにつれて、環境に関する主
張や環境ラベルを取り入れる企業も増えてきている。グリーンウォッシ
ングのリスクを回避し、ブランドに対する消費者の信頼を強化するため
に、環境に関する主張とコミュニケーションを厳密に定義する新しい規
制ができた。環境に関する主張を検証し実証するために、企業はます
ます独立した第三者認証に頼らざるを得なくなっている。B Corp取得
企業の数が過去3年間で加速度的に増加し、2024年初頭には95カ
国で8,000社以上に達したことが、こうした傾向を裏付けている8。本
調査によると、小売企業の60％が今後5年間でこのような認証に大き
く依存することを予想している。

ESG関連市場の変化に対応するためのコストは非常に高くなるが（回
答者の10％が今年中に大規模な金融投資を行うことを予想しており、
64％が中程度の投資を行うことを予測している）、早期に規制を遵守
することで、データを活用した洞察や透明性の確保、風評リスクの軽減、
主要なステークホルダーとの関係強化といった戦略的メリットも得ら
れる。全体的に見て、回答者の過半数の小売企業（62％）は、持続可
能性が成長機会であることに同意しており、今後5年間で循環型ビジ
ネスモデルによる収益が増加するとの見立ても出している。

体系的な課題②：労働力不足
予測によると、世界の小売売上高は今年度に30兆米ドルを超えるとい
う9。同時に、世界の先進国は持続的な労働力不足に直面している。
近年では、新型コロナウイルスによるパンデミックの影響で労働参加
率が急激に低下し、加えて移民の流入が減少したことで、この状況は
悪化している。労働参加率と移民の流入は回復したものの、労働供給
は依然として必要水準を下回っている。労働供給の制約となっている
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のは、新型コロナウイルスによる影響だけではなく、欧州など一部の
地域で見られる少子高齢化による生産年齢人口の減少が挙げられる10。
このため、企業は自動化や省力化、労働力を増大させる技術への投資
を増やすなど、生産性の向上に向けた取り組みが加速するだろう。

各国では労働力不足が続いており、人手不足の労働市場における競
争が激化している。

2024年を見据えると、既に小売企業は世界中で熟練した人材を巡る
競争が激化すると予想している。変化する労働環境に対応して、小売
企業は人材を確保するためにハイブリッドワークの方針を優先しては
いるが、同時に従業員不足が顧客体験に与える潜在的な影響も認識
している。熟練した人材の獲得競争の激化に伴い、欧州では雇用に投
資するだけでなく、従業員の維持や未来を見据えた人材育成への投資
も増やしている小売企業が増えている（MEAAの66％、米国の62％
に対し、欧州では71％）。これは、欧州の小売企業が他の地域の小売
企業に比べて、従業員のアップスキリングやリスキリングを効果的に行
う自社能力に自信がないことに起因している可能性がある。

しかし、自動化の必要性がより一層明らかになってきたことを受けて、
業界は従業員のスキルを新たなテクノロジートレンドに整合させるた
めに、従業員のリスキリングとアップスキリングに戦略的に注力する必
要がある。特に欧州の小売企業は、人材管理や採用プロセス、従業員
トレーニングを改善するための戦略的ツールとしてAIを採用しており、
持続可能な成長と競争力のために先進技術を活用するというコミット
メントを強調している。

体系的な課題③：サプライチェーンの逼迫
新型コロナウイルスによるパンデミックの間、商品に対する消費者需
要が急増し、かつ生産と流通に制限が課されたことが相まって、世界
のサプライチェーンは混乱した。混乱の大部分は解消したが、グローバ
ル企業は、この経験によって自社のサプライチェーンは今まで認識して
いたよりも壊れやすく脆弱であることを確信したのである。これにより、
グローバル企業は引き続き低コストと高速性に重点を置く一方で、サ
プライチェーンのレジリエンスをますます重視するようになった。その
結果、中国へのエクスポージャーを削減することを目的としたサプライ
チェーンの多様化への投資が増えている。グローバル企業は地政学的
緊張に対応しており、プロセスを中国から東南アジア、インド、メキシ
コやその他の国々に移行しつつある。

一方で、各国の政府はサプライチェーンの再構築において重要な役割
を果たしている。米国とその同盟国は、ハイテク技術に関する中国との
貿易や資本の流れに制限を課しているほか、米国ではハイテク製造や
クリーンエネルギーへの投資に補助金を支給している。これは、特定
のタイプの投資を促進するために産業政策を利用する傾向の一部と
なっており、特に米国や欧州、日本に当てはまる。

小売企業は、コスト圧力、脆弱なサプライチェーン、気候変動など、事
業に対する根本的かつ体系的な課題に対処する必要性を認識してい
る。サプライチェーンの混乱を効果的に管理していると答えた小売企
業は半数にも満たない。その結果、特に欧州の企業は、サプライチェー
ンの運用効率向上や脆弱性の低減、混乱へのより機敏な対応を目指し
ている。これを達成するため、小売企業の4社に1社が物流機能の獲
得に目を向けている。また、小売企業は、サプライチェーン全体の効率
を高め、商品の需要を予測するのに不可欠な予測の精度を向上させる
ため、データ共有とバリューチェーンの協力者との連携を大幅に拡大
することを想定している。

機会①：健康とウェルネスの向上
消費者がより意識的に行動して健康に対してより大きな関心を持つよ
うになった結果、健康とウェルネスが大きなトレンドになりつつある。
消費者の10人に8人は、自分のニーズにパーソナライズされた栄養
素が含まれる食品を求めていると答えている11。

また、「ConsumerSignals」によると、遠隔医療アプリやフィットネス
トラッカーなど、健康とウェルネスのためのデジタル商品やサービスに
対するデジタル支出は、新たなカテゴリーとして消費者支出を占める
ようになった。2024年2月では、消費者のおよそ10人に1人がこの
カテゴリーの商品やサービスを購入しており、中でも若年層（18歳～
34歳）による支出が高い結果となった 12。

これを踏まえ、消費者は自らの健康状態を管理し、パーソナライズさ
れた栄養食品を買い物の選択肢に組み込むために、ウェアラブルを使
用することが増えると小売企業は予想しており、特に米国の小売企業
はこうした予想を強調している（欧州小売企業の61％、MEAA小売企
業の60％に対して68％）。これは、小売企業にとって、消費者がより
健康的な選択を行えるようにサポートするデジタル機能に投資する機
会になるかもしれない。また、消費者がGLP-1（グルカゴン様ペプチ
ド-1）のような減量薬を使用することによって、小売企業の複数の商品
カテゴリーにおける需要パターンが変化する可能性がある。そのよう
な減量薬の使用は、他の裁量品カテゴリー（補助食品など）の売上の
促進につながるかもしれない。

より具体的には、米国や欧州の小売企業は、GLP-1のような減量薬を
消費者に使用してもらおうと積極的に取り組んでおり、薬の使用によっ
てカテゴリーレベルで生じる需要パターンの潜在的な変化を管理する
ための行動計画または事業戦略を策定している（米国では44％、欧
州では50％）か、戦略は既に策定済みで実行段階にある（米国では
10％、欧州では3％）。
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GLP-1とはどのような薬で、小売企業にどのような影響を与えているのか
ここ数年、2型糖尿病の治療に用いられる新しいクラスの薬剤が、目覚ましい減量効果があるとして注目を集めている。それは、GLP-1
受容体拮抗薬である。臨床研究では、この薬剤が満腹感を創出し、食欲を調節することができるため、最終的には減量サポートとして
有用であることが明らかになった 13。

世界中に約7億5,000万人の肥満者がいるため、減量薬市場の潜在性は大きい。米国では肥満者は成人の約42％を占めており、肥
満関連疾患によって年間数十億ドルの医療費が発生している。

製薬会社は、肥満の成人における心血管疾患の予防など、他の用途についてもGLP-1処方薬の試験を行っている。

薬局事業を展開している小売企業の中には、GLP-1処方薬が既に2023年第2四半期の売上増に寄与しており14、より多くの人々を薬
局に誘導し、消耗品や健康・ウェルネス商品といった他のカテゴリーの商品の購入にも影響を与えていると発表した企業もある15。同
時に、GLP-1利用者の食料品の消費が減る可能性があるため、食料品への支出は減るかもしれない16。

機会②：テクノロジーが支えるマスからマイクロへの移行
現在、消費者の購買傾向や小売企業に求めるものの多様化が一層明
確になってきており、小売業界はマスからマイクロへの移行、あるいは
供給主導型から需要主導型小売業へのパラダイムシフトを検討してい
る。小売企業は消費者を個人として捉えたうえで、マーケティング、プ
ロモーションやプロセスの対象を絞るべきである。

マスからマイクロへの移行とは、顧客向けにパーソナライズされた体
験やチャネル内で新たなサービス手段を創出することを意味する。デ
ジタル体験や店舗体験を組み合わせて提供される品揃えは、個人の
ニーズに正確に適合する可能性が高いことが期待されている。また、
マスからマイクロへの移行については、成功するフォーマットは1つだ
けに絞るべきではなく、デジタルとフィジカル、配送と店内、ニッチな
商品、など多くのものがよりうまく融合し、様々な消費者の最優先事項
（例えば、品質、価値、選択肢、利便性など）に基づいて構成されるこ
とを意味する。

この進化においては、テクノロジーが重要な役割を果たす。小売企業
は、今後5年間に起こる技術的変化に対して多くの期待を寄せており、
特に予測精度の向上、総合的な買い物体験の改善、オーダーメイドに
関連している。

まず、小売企業はサプライチェーン全体の効率化と商品需要の予測に
不可欠な予測精度を高めるため、バリューチェーンのパートナーとの
データ共有と連携を大幅に強化する必要がある。本調査に参加した小

売企業のほぼ半数が、人工知能（AI）がこのプロセスを自動化する重
要なツールであり、予測速度も向上することを認識している。

消費者により近い場所で商品の保管と流通を行い、オンラインで注文
された商品の配送にかかる時間を短縮する試みがなされる中で、自動
化されたマイクロフルフィルメントセンターの数は大幅に増加すること
が予想される。今後5年間のEコマース市場では、ほぼ確実に迅速な
配送が重視されるようになり、商品の64％は翌日または当日配送に
なることが予想される。これは、進化する小売業界の展望において、
消費者が迅速で効率的な配送オプションをおおいに好んでいることを
示している。配送段階では、自動運転車とドローンが今後1年で本格
的に導入されることにはならないため、自動運転車とドローンが一般
的に使用されるようになると考えている小売企業は38％にすぎない。
レジなし決済などの顧客体験を向上させるテクノロジーは現実になり
つつあり、ほとんどの小売店舗で導入され、買い物がより速く簡単にな
ることが期待されている。また、モノのインターネット（IoT）とビッグデー
タ分析、モデリングやシミュレーションを組み合わせた「デジタルツイ
ン」テクノロジーについては、小売企業がより広く導入する可能性が高
い。Eコマースの成長や、ソーシャルコマースと消費者直販プラット
フォームの潜在的な増加を考えると、デジタルツインは小売企業にとっ
て重要な役割を担うようになってきている。このようなテクノロジーを
活用することで、小売企業は消費者の好みや体験に関する有益な洞察
を収集できるだけでなく、サプライチェーン管理から店舗オペレーショ
ンに至るまで、全体的な効率を高めることもできる。
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図4. テクノロジーに対する期待

機会③：人工知能（AI）の力の活用
生成AIは、ビジネス価値を無限大にし、効率性と生産性を向上させ、
全く新しい商品、サービス、ビジネスモデルへの扉を開くために活用で
きることが期待されている。Deloitte USのAI Instituteによると、生
成AIが今後3年以内に自社を変革することを予測している様々な業
界のビジネスリーダーは79％にのぼる17。

小売業界における機会はエキサイティングである。生成AIの能力には、
魅力的なコンテンツをオンデマンドで大規模に自動作成する能力が含
まれている。生成AIが作成したテキスト、画像、マーケティングキャン
ペーン、商品提供などを使用して、小売企業は多数の市場とチャネル
にわたって顧客エンゲージメントをハイパーパーソナライズすることが
可能だ。さらに生成AIは、データ分析、パターン認識、および予測モ
デリングの向上に有用となる強力なツールとしても機能する。膨大な
量のデータの高速処理、洞察の抽出、機会の洗い出しをすることに優
れている。小売業界やその他のコンシューマー業界では、意思決定の
スピードが速いため、構造化された情報（売上など）や構造化されて
いない情報（顧客からのフィードバックや設計トレンドなど）を含む企
業データをより迅速に分析する必要がある。データのスケールのみな

らず、データがサイロ化されていたり、地理的に分散している可能性が
あるという現実を考慮すると、生成AIは、企業がより迅速かつ簡単に
データセットを照会して質問に対する答えを見つけ、以前は達成不可
能と考えられていたレベルの粒度と速度で市場を把握するための支援
が可能である。

この1年で、生成AIの小売業におけるユースケースとツールが多く特
定・開発された 18。次の1年では、小売企業が生成AIの大規模な導
入と実装を開始する可能性が高い。今年の調査によると、優先順位の
高い分野として、エンドツーエンドのサプライチェーン可視性を強化す
るためのAIまたは生成AIの使用（回答者の46％）、パーソナライズさ
れた商品レコメンデーションの実現（42％）、労働力管理、雇用、トレー
ニングの改善（41％）を挙げられた（図5参照）。調査で特定された3
つの最優先事項は、それぞれサプライチェーン、マーケティング、人材
といった小売業に特有の構成要素に関連しており、生成AIがビジネス
に与える潜在的な影響が示された。また、小売企業は組織全体で生成
AIをどのように実装し、使用するかについて、総合的かつ戦略的な視
点を持つ必要があることも示唆している。ツールを様々な部門に導入
する場合は、普遍的なガイドラインを策定して遵守しなければならな

Q. 小売業に関して、今後5年間で下記の事項が市場において発生する可能性はどのくらいありますか。
サンプルサイズ（N）＝200（米国の小売企業（50）欧州の小売企業（100）中東・アジア・オーストラリアの小売企業（50））
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出所：© Deloitte Global 「Deloitte Global Retail Outlook 2024」

今後5年以内に発生する可能性のあるテクノロジーの変化

合計 米国の小売企業 欧州の小売企業 中東・アジア・オーストラリアの小売企業

企業は、予測精度を向上させるべく、
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大幅に強化する

自動化されたマイクロフルフィルメントセンターの数が
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IoT、ビッグデータ分析、モデリングやシミュレーションを組み合わせた
デジタルツインテクノロジーがより広く導入される

需要予測、品揃えの最適化、パーソナライゼーション、
不正検出などの大半の自動化をAIが担う

自動運転車やドローンによる配送が一般的になる
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い。同時に、異部門におけるツールの導入とコラボレーションが、ビジ
ネスの複数分野に役立つ可能性について検討する必要がある。これら
のテクノロジーを迅速に展開しようと急いでしまうことで、ツールが異

なる部門においてサイロ化され、不必要な非効率性が発生するリスク
を負うことも視野にいれる必要がある。

エンドツーエンドのサプライチェーンの可視性の向上

パーソナライズされた商品レコメンデーションの実現

人材管理、雇用、トレーニングの改善

顧客サービスにおけるチャットボットの強化

予測分析の向上

新製品開発（NPD）の強化

ソーシャルメディアのモニタリングやセンチメント分析の強化

正確な顧客ターゲティングと顧客プロファイリングの実現

商品レビューの要約

B2Bショッパー向け広告やマーケティングサービスの改善

チャットベースの商品検索や会話型コマースの実現

自動化された需要計画、在庫管理、フルフィルメントの最適化の促進

小売詐欺やサイバー脅威の検出

46%

42%

41%

32%

29%

26%

23%

22%

20%

19%

18%
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11%

Q. 以下のAIまたは生成AIの用途のうち、2024年に貴社が優先する可能性が高いものはどれでしょうか。
サンプルサイズ（N）＝200（米国の小売企業（50）欧州の小売企業（100）中東・アジア・オーストラリアの小売企業（50））
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出所：© Deloitte Global 「Deloitte Global Retail Outlook 2024」

2024年に最優先される可能性が高いAIまたは生成AIの用途

図5. AIのユースケースの優先度
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調査について

「業界展望 2024 小売」は、独立系市場調査機関コールマン・パーク
ス（Coleman Parkes）がDeloitte Globalの委託を受けて実施した
調査に基づくものである。本調査は、組織内の戦略的イニシアチブに

直接責任を有する経営幹部や上級幹部の意思決定者を構成する200
名の小売専門家を対象として、2023年11月10日～12月7日に電
話とオンラインで実施した。

北米 回答者50名 米国

欧州 回答者100名 英国、ドイツ、フランス、その他欧州諸国

MEAA 回答者50名 UAE、KSA、その他中東諸国、南アフリカ、オーストラリア
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業界からの視点

美容業界における持続可能性と社会的影響：The Estée Lauder 
Companies Chief Sustainability Officerとの対談
ダイナミックな消費財の世界においては、持続可能性と社会的影響の
役割がますます重要になっている。The Estée Lauder Companies
のChief Sustainability OfficerであるNancy Mahon氏が、環境に
優しい未来を促進するにあたっての同社の取り組み、パートナーシップ
の影響、社内ステークホルダーの関与について解説する。

コンシューマービジネスの力
The Estée Lauder Companiesにとって、持続可能性とは環境への
影響を減らすことだけではなく、主要ステークホルダーとともに、そし
て主要ステークホルダーのための社会的影響を生み出すことだ。同氏
は、そうした観点から消費財企業のユニークで影響力のある立場を強
調している。「消費財企業には、従業員とだけでなく、消費者ともつな
がる素晴らしい機会があり、人とブランドの力の集合体が影響力のあ
る変化をもたらすことができます」と同氏は言う。そして、この力こそが
The Estée Lauder Companiesのような企業をグローバルな課題の
解決に資する中心的なプレーヤーとして位置づけると考えている。

ステークホルダーに価値をもたらす
この影響力を駆使するためには、持続可能性に関する取り組みをブラ
ンド、小売企業のメッセージ、従業員体験に整合させる必要がある。「全
てのステークホルダーにとって重要でかつ価値のある方法によって、
我々の取り組みについて語る必要があります」と同氏は述べ、従業員、
消費者、投資家、政府に利益をもたらすアプローチの必要性を強調し
ている。

進歩のためのパートナーシップ
The Estée Lauder Companiesの持続可能性への取り組みにおい
て、パートナーシップが重要な役割を果たしていることは明らかだ。同
氏は、The Estée Lauder Companiesの持続可能性に対するコミッ
トメントを共有する同業他社や様々なセクターのパートナーとの共同
の取り組みを強調している。美容業界の巨人である同社は、包装資材
メーカーや競合他社、さらには関連のない分野の企業とも連携してお
り、持続可能性が集団的な取り組みであることを説明している。同氏
はこう続けた。「これはチームスポーツです。そして、このスケールこそ
が意味のある変化を引き起こし、生み出すことを促進するのです」。

環境格付、規制、報告ガイドライン
同氏は、The Estée Lauder Companiesの環境格付における最近
の成果について、誇らしげに述べている。同社は、CDP（Carbon 

Disclosure Project：気候変動や温室効果ガス排出削減に向けた戦
略や取り組みを評価・情報開示する国際環境NGO）の気候、水、木
材の分野で高い評価を受けている。

同氏は、企業サステナビリティ報告指令（CSRD）の展望について議論
する際には、前向きな見通しを示す。CSRDの課題を認識する一方で、
報告分野が標準化される可能性を歓迎している。報告の標準化によっ
て、企業のプロセスを簡素化できるだけでなく、統一されたナラティブ
を提供して世界的に共有することも可能となる。このような報告基準
は、持続可能性のストーリーを伝えるための、より透明で影響力のあ
る方法を促進すると同氏は考えている。

社内ステークホルダーへのエンパワーメント（権限移譲）
The Estée Lauder Companiesでは、持続可能性への取り組みに
おいて、従業員が重要な役割を果たしている。例えば、「ELC Listens」
と呼ばれる社内調査では、従業員が「グリーンな（環境に優しい）」建
物を本当に重視していることなどが明らかになった。その結果、同社
は持続可能性への取り組みに関する社内コミュニケーションを強化し、
各オフィスにグリーンチームを創設し、従業員に権限を移譲した。この
ようにエンパワーすることにより、社員のオーナーシップ（当事者意識）
を醸成している。

教育は、同社のサステナビリティ戦略を従業員に浸透させるもう1つ
の方法である。最近、様々な部門に所属する複数のチームが、スコー
プ3排出量の理解に焦点を当てた研修イニシアチブに参加した。また、
ITの意思決定が持続可能性に大きな影響を与えるという認識のもとで、
ITチームとの気候ハッカソンも計画されている。

持続可能性との個人的なつながり
同氏の持続可能性との個人的なつながりは、専門家としての役割を超
えて、同氏の家庭生活においても明確に存在している。「私たち家族の
生活は、新型コロナウイルスによるパンデミックに大きく影響されな
かったという点で恵まれていましたが、最優先事項を再評価し、私たち
が世界に与えるより広範な影響について考える転機となりました。リサ
イクルされたプラスチックや段ボールを使用する、歯を磨くときに使う
水の量を最小限に抑えるなど、私たち家族は今、可能な限り持続可能
な習慣に積極的に取り組んでいます。明らかに、大規模な企業の持続
可能性への取り組みの複雑さとは全く異なりますが、原則は本質的に
は同じです。つまり、意識的に選択し、影響を理解し、前向きな変化に
積極的に貢献することなのです」と同氏は語った。

Nancy Mahon
Chief Sustainability Officer 
The Estée Lauder Companies
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インフレ、手頃な価格、消費者行動：小売業界をナビゲートする
欧州の小売市場は、過去12～18カ月においてインフレとコスト圧力
への対応という大きな課題に直面してきた。Ahold Delhaize 
Europe and IndonesiaのCEOであるWouter Kolk氏は、こうした
課題を克服するためにAhold Delhaizeが採用した戦略の一部に焦
点を当てている。同氏はまた、持続可能性の取り組み、消費者行動、
デジタル変革の影響、進化するリーダーシップの状況についても語って
いる。

インフレとコストがアジェンダの中心に
同氏は、インフレに直面する中で消費者のセンチメントを管理し、業界
の結束を生み出すために微妙なバランスをとることが必要であると強
調している。「インフレ率の上昇は、企業と消費者の双方にとって、小
売業界で解決すべき課題となっています。私たちは、顧客体験を妥協
することなく、コスト上昇に対処しなければなりません。そして、そのた
めには皆で協力する必要があるのです」と同氏は述べた。

変化しつつある消費者のダイナミクス
消費者はますます価格に敏感になっており、プライベートブランドを選
択し、特価品を求めている。Ahold Delhaizeは、このようにより経済
的な代替商品に移行しつつある傾向を認識したうえで、ロイヤルティプ
ログラムとカスタマイズした販促を駆使することで、価格意識の高い消
費者の嗜好変化に対応している。「我々は、新しい市場のダイナミクス
に立ち向かうために、業界の統合も追求しています。新たな購買提携
によってより効率的な購買が可能になり、最終的に消費者に低価格を
もたらすことができます」と同氏は語る。

一層高まりを見せる持続可能性の重要性
また、欧州の小売企業は最前線で持続可能性に取り組んでおり、この
5年間で持続可能性はさらに注目を集めている。同氏は、持続可能性
のビジネス戦略への統合が進み、コミットメントや具体的な行動がより
一般的になってきていることを認識しつつ、この分野の課題の一部を
共同で取り組むために、小売企業とサプライヤーの間におけるさらな
る連携を提唱している。同氏は、小売企業とサプライヤーが力を合わ
せて二酸化炭素排出量の削減を支援し、持続可能な慣行を推進する
という協調的アプローチを構想している。「持続可能性への取り組み
は、競争である必要はないのです。サプライヤーと小売企業との間に、
共通の基準、共通のアジェンダ、そしてより多くの整合性があれば、協
力して目に見える変化を起こすことができます。一つの業界として、明
日への道をともに拓くことができるのです」。

デジタルトランスフォーメーションとその影響
同社は当初、実店舗主体で営業していたが、オムニチャネルへ移行し
た。デジタルプラットフォームとモバイルアプリケーションの導入は、同
社の戦略に不可欠となっている。「デジタルと物理的なタッチポイント
全体で、消費者にシームレスな顧客体験を感じ取ってもらえるようにす
る必要があります」と同氏は語る。しかし、小売業のデジタルシフトは、
オンライン小売関連のコストが増えるなどといった収益性の課題をも
もたらしている。「オンライン配送などは、収益性の向上にはつながり
ませんが、成長の促進には有用です。オンライン配送は間違いなく我々
のビジネスの不可欠な部分を占めています」と同氏は言う。
同氏はまた、Chat GPTのようなデジタルテクノロジーが小売業界に
与える影響を受け入れている。サプライチェーンの最適化や従業員エ
ンゲージメントといった分野に機会を見出しており、責任あるデータ利
用と保護の必要性を強調している。「デジタルテクノロジーには、非常
に大きな機会があると考えています。プロセスによってはデジタルテク
ノロジーによって大幅に高速化できるものもあり、これはまさに素晴ら
しいことです」。

変化の時代におけるリーダーシップ
しかし、小売業が変化し、新たな最優先事項が生まれ、顧客が進化す
るにつれて、小売業界におけるリーダーシップの役割はどのような意
味を持つのだろうか。テクノロジーと持続可能性が経営幹部のアジェ
ンダに組み込まれることが増えており、同氏は、テクノロジーオフィサー
とデジタルオフィサーが経営陣の中でより重要な役割を果たすことを
予測している。「リーダーは常に学び続け、新たなテクノロジーに好奇
心を持ち続ける必要があります。例えば、テクノロジー担当者や持続
可能性の専門家を交えたより多様な経営陣へと移行することは、小売
業の将来を形作る上でテクノロジーと持続可能性の重要性を認識して
いることを反映しています」と語った。

同氏は、小売業で働く意欲溢れる従業員に対して「学び続け、好奇心
を持ち、小売業界の魅力的なダイナミズムを取り込んでいきましょう」
とアドバイスすることで、インタビューを締めくくっている。

Wouter Kolk
CEO
Ahold Delhaize Europe and Indonesia
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Scot Case
Vice President for Sustainability Executive Director - NRF Center for Retail Sustainability  
全米小売業協会（National Retail Federation（NRF））

小売業の未来を切り拓く：持続可能な革命
小売業界は変革期を迎えており、持続可能性は業界の未来を形作る
極めて重要な力として浮上している。全米小売業協会（NRF：
National Retail Federation）のVice President for Sustainability
であり、新たに発足したNRF小売サステナビリティセンター（NRF 
Center for Retail Sustainability）のExecutive Directorである
Scot Case氏との独占インタビューの中で、小売業界に持続可能性が
もたらす深刻な影響と、このトピックを解決するために小売企業が採
用している戦略について探った。

規制の先にある持続可能性
同氏は豊富な小売業の経験の中で、景気循環の上下動を目にしてき
た。「生き残って成功している小売企業は、経済が不安定な時期に投
資を最優先した企業ばかりです」と言う。また、持続可能性は一時停
止できる活動ではないとも断言している。「むしろ、これは大きな利益
をもたらす継続的な改善サイクルです。不確実な経済状況であっても
持続可能性を最優先する小売企業は、長期的な成功に向けた足固め
をするのです」。だからこそ、同氏は世界最大の小売企業の業界団体
であるNRFが、持続可能性に関する議論に積極的に参加したいとする
会員からの高まりつつある要望に応えていることについて、喜びをもっ
て言及している。「Deloitteの調査結果によると、最優先事項は何かと
尋ねられた小売企業は、コストとインフレ圧力の管理、サプライチェー
ンのレジリエンスの確保の次に持続可能性を挙げています」。

消費者行動
このように持続可能性をより重視することは、経済的な問題によって、
持続可能性に関する個人消費や企業支出が減少する可能性があると
いう仮定に逆行している。現に、少々使用感のある中古品や再生品を
購入することへの消費者の関心が高まっていると同氏は指摘する。こ
の機会を捉えた小売企業は、変化する消費者の嗜好に対応するだけ
でなく、新たな収益源と顧客拡大の機会も創出している。「小売企業と
消費者の双方が財務的に賢明な意思決定を行うことで、持続可能性
の無償の利益創出にもつながる例は数多くあります」と同氏は言う。

持続可能性は定義の問題なのか
しかし、持続可能性に関して賢明な判断を下すにはどうすればよいの
だろうか。同氏は、持続可能性に関する多くの視点を小売業界の中で
整合させることの難しさを強調している。小売企業は持続可能性を独
自に定義付けしており、消費者は色々な商品カテゴリーに対して様々
な期待を抱いている。消費者が電子機器で持続可能と見なすものは、
ファッションや車、家を購入する際の持続可能性とはおそらく異なって
いる。

小売企業は、特定の商品属性を理解するとともに消費者の選択を把握
し、効果的なコミュニケーションを行うことで、そうした差異を埋める
必要がある。小売企業は、顧客が商品Yではなく商品Xを選んだ理由
を知っておく必要がある。例えば、耐久性の高い商品の方が長く使用で
きるため、消費者は高品質を優先するかもしれない。しかし、一部の
小売企業は品質を持続可能性の属性と見なさない可能性がある。「ど
の特定の商品属性が購入につながるのかを把握し、小売企業と消費
者が共通認識を持てるかどうか、実際には定義上の問題なのです」と
同氏は述べている。

持続可能性に対する包括的アプローチ
NRFは最近、循環型経済、サプライチェーンの持続可能性、消費者イ
ンサイトに焦点を置くNRF小売サステナビリティセンターを立ち上げた。
興味深いことに、同センターは持続可能性に関して、サステナビリティ
担当役員だけでなく、様々な部門とも連携している。「その理由は、持
続可能性を正しく実施することは、小売企業の戦略と実行のあらゆる
側面に組み込まれているからです。つまり、財務担当者、販売担当者、
サプライチェーンネットワーク担当者、マーケティング担当者と持続可
能性について積極的に話し合うことを意味します。コラボレーションな
くして、持続可能性は実現できません」と同氏は言う。

AIは魔法の杖なのか
同氏は、持続可能性の取り組みを支援する上での生成AIとテクノロ
ジーの影響についても語った。テクノロジーは、相互接続されたサプラ
イチェーンネットワークのマッピングから、商品の属性や流通の分析ま
で、小売企業が持続可能性の複雑さを理解し、取り組むうえで確実に
有用となる。さらに、洗練されたAIツールは、消費者行動に関する洞
察や、販売されている商品の属性に関するより詳細な情報、そして消
費者のパターンに関する洞察を提供することが可能だ。「最終的に、
データと洞察は小売企業が消費者に提供する持続可能な商品の種類
を最適化する際に活用できます。しかし、AIを魔法の杖と呼ぶには
……」と同氏は続ける。

機微に対処するにはカスタマイズされたソリューションが必要
「大まかに言えば、持続可能性の課題はどれも本質的に似ています。
このことは、我々が最近実施した小売業の循環性の未来に関する会議
で実感しました」と同氏は語る。NRF小売サステナビリティセンターの
第一の目的は、循環型小売経済の将来に向けたロードマップを作成す
ることである。このプロジェクトでは、様々な役割や業界の垣根を超え
て経営幹部を参加させることで、業界の垣根を越えたコラボレーション、
イノベーション、そして組織的なソリューションをさらに促進することを
目指している。「だからこそ、小売業界の様々な役割や領域の人々と話
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をしていて、サプライチェーンの構成方法や運営方法、必要としている
データの種類、使用しているツール、ソリューションやチャネルで多く共
通していることが分かったのです。互いに学び合い、将来のビジネスモ
デルのためのイノベーションを共有するのに十分な類似性が存在して
います」。
しかし同氏は、持続可能性戦略には高レベルでの均一性が見られるこ
とを認識する一方で、細部に至っては、多種多様な小売業界にはセク
ター別の対応が必要であることを強調している。各小売セクターは、
個別の課題に直面する可能性が高く、それぞれの持続可能性戦略は
小売企業ごとに異なっている。なぜなら、一つの戦略が万能策とはな
らないからである。例えば電子機器セクターにおける持続可能性の課
題は、食品セクターや衣料品セクターで見られる課題とは本質的に異

なっている。「全てのセクター全体で言えることは、持続可能性ソリュー
ションの最適化の大きな進展が見られるということです」と同氏は言う。

小売業界の各側面における持続可能性
持続可能性は小売経済の各側面に浸透しているため、小売業界にお
ける会話の中で持続可能性の重要性が増していることを同氏は強調し
ている。「持続可能性とは関係のない会話の中でも、持続可能性が小
売業のナラティブに浸透しています。したがって、ビジネスの成長戦略
を掘り下げたり、データ分析について話したりしている際の議論の中で、
持続可能性のトピックを避けて通ることはできません」と同氏は続け
た。そして、「持続可能性は、小売業界の会話から切っても切り離せな
い存在になったのです」と晴れやかに締めくくった。
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時代を超えた情熱、サステナブルな時計、 
そしてラグジュアリーマーケットプレイスの未来
2003年に設立され、月間平均900万人のユーザーを集客する
Chrono24は、高級腕時計の世界最大のオンラインマーケットプレイ
スである。Chrono24のCEOであるTim Stracke氏が、成長、顧客
体験、そして高級時計の長きにわたる魅力についての見解を語った。

同氏は若い頃から機械に夢中になっていた。「テクニカルなレゴを組み
立てたり、ラジコン飛行機や車を作ったりするのに多くの時間を費やし
ていました。精巧なメカニクスが透けて見えるガラス面を持つスウォッ
チを初めて見たとき、私は夢中になったのです。そして今、私は
Chrono24で、メカニクスに対する情熱を起業家精神、時計、市場に
対しても抱く情熱に結びつけることができています。まるで遊び場にい
るような気分なので、仕事をしているという感覚はありません」と同氏
は述べている。

顧客体験
しかし、Chrono24はもちろん子供の遊びではない。2010年に事業
を引き継いだ同氏は、Chrono24の成功は適材適所によるものとだ
と考えている。「もちろん、一部の購入は常に実店舗を介しています」
と同氏は言う。「しかし、我々はデジタル領域がラグジュアリー品の購
買体験において非常に重要な位置を占めることを証明したのです」。

同氏は、小売店舗での経験が成功しているようには個人的に感じてい
ない。「確かに店舗は高級感を醸し出していますが、リラックスできる
ものとは思えません。むしろ、90年代のような高級感を感じさせます。
無料のシャンパンやエスプレッソを出してもらえるかもしれませんが、
本当に時計の話をしたいとき、店員の多くは実際に十分な経験を持ち
合わせていないのに、売ろうとしてくるのです。私はそのようにプレッ
シャーをかけられるのが本当に嫌なのです。そして、当社のプラット
フォームを使えば、店員が実店舗の入り口まで迎えに来るまでにかか
る時間と同じ時間内に、スクロールしながら何百もの時計を見ること
ができます。無料のエスプレッソをもらえなくても、私にはそのほうが
贅沢に思えるのです」と同氏は語った。

スマートウォッチの台頭は、ラグジュアリー市場を促進するのか、それ
とも妨げるのか。同氏はさらに、スマートウォッチが高級時計市場に与
えた影響を巡り、技術と伝統が融合する議論を掘り下げ、スマート
ウォッチが実際には人々の考えに反して米国における高級時計の成功
に貢献した可能性があることを示唆している。「スマートウォッチはサク
セスストーリーの真っただ中にあって、高級腕時計はそれ以上の成功
とはいかないまでも、その地位を維持しているようです」。

同氏によると、スポーツ用腕時計を装着する人が44％から55％に増
加したのは、主にスマートウォッチのトレンドによるものだそうだ。ス
マートウォッチと高級時計の両方を所有することは、現在米国では特
に顕著なトレンドとなっている。「高級時計業界は、人々が手首に何も
着けないよりも、スマートウォッチをしてくれることを望んでいます。米
国ではスマートウォッチが広く普及しているため、それが米国の高級時
計市場の成功要因にもなった可能性があります」と同氏は言う。

Chrono24の消費者環境を理解する
Chrono24の消費者は、圧倒的に男性が多い傾向にあり、特に18～
34歳の年齢層にその傾向が顕著に表れている。同氏は、女性の消費
者を惹きつけることの難しさを認識しているが、実際、米国では女性の
顧客層が増えており、女性向けモデルの増加に後押しされている可能
性がある。「女性顧客に好まれるユニセックスのモデルが市場に増えて
います。女性顧客の関心は変化しており、今では約3分の1がケースサ
イズ40mm以上のユニセックス時計を選んでいます。このような女性
顧客の嗜好は過去5年間で一貫して増加傾向をたどってきました。し
かし、研究によると、女性は自分に合ったものを高く評価することが多
いことがわかっています」。

ラグジュアリー品のオンライン購入において信頼が果たす役割
オンラインでのラグジュアリー品を購入する際には、独自の問題が付随
する。Chrono24の取引量の3分の2が中古時計であり、特にその真
贋が顧客の懸念事項となっている。したがって、同氏は信頼の重要性と、
その信頼の達成においてデータとテクノロジーが果たす役割を強調し
ている。「安全な取引を通じて信頼を確立することに力を注いでおり、
購入された時計に完全に満足していただけるまで、顧客の資金を守る
ことをお約束しています」と同氏は語る。

トレンド、課題、そして未来
現在のトレンドについて語る際、同氏は高級時計市場の価格は安定し
ていることを示唆するとともに、市場の混乱におけるChrono24の回
復力を称賛した。また、時計業界の安定性と将来についての議論の中
では、短期的な不確実性はあるものの、長期的には楽観的であるとの
見方を示している。こうした楽観的観測は、高級時計の持続可能性に
も関係している。「時計には永続的な魅力があり、その寿命は皆さんや
私よりも長く、そして私たちの家よりも長持ちするでしょう。おそらく私
の全ての所有物よりも、私の時計コレクションの方が永らえることと思
うと、感慨深いです」と同氏は締めくくっている。

Tim Stracke
CEO
Chrono24
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